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株主各位

証券コード　9936

株　主　各　位
京都市山科区西野山射庭ノ上町294番地の１

代表取締役社長 渡 邊 直 人

連結計算書類　注記 ２頁～15頁

計算書類　注記 16頁～22頁

「連結計算書類　注記」及び「計算書類　注記」につきましては、法令及び当社定款第18条

第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供

措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第49回定時株主総会招集ご通知

（交付書面に記載しない事項）
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

建物及び構築物 10年～38年
機械装置及び運搬具 ８年～10年

連結計算書類　注記

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数　　２社
② 子会社の名称　　　王將餐飲服務股份有限公司、株式会社王将ハートフル

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
王將餐飲服務股份有限公司及び株式会社王将ハートフルの決算日は、12月31日
であります。連結計算書類を作成するに当たっては、同日現在の財務諸表を使
用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法
棚卸資産

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産
定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

無形固定資産
定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金
従業員及びパ－トタイマ－に支給する賞与に充てるため、当連結会計年
度に負担すべき支給見込額を計上しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは中華料理を主体にした直営レストランチェーンの運営及びフ
ランチャイズ（ＦＣ）加盟店への中華食材等の販売を目的とした中華事業を
行っております。
直営店における収益は、直営店を利用されるお客様を顧客とし、顧客からの
注文に基づく料理を提供した時点で履行義務が充足されることから、当該時
点で収益を認識しております。また、顧客がクーポン等を使用する場合は、
対価からクーポン等により充当された金額を減額しております。対価は顧客
が選択された決済手段に従って、履行義務充足と同時又はクレジット会社等
が別途定める支払条件により履行義務充足後短期のうちに支払いを受けてお
り、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
ＦＣ加盟店に対する収益は、ＦＣ加盟契約に基づく当社からＦＣ加盟店への
中華食材等の販売であり、商品を引渡した時点で履行義務が充足されること
から、当該時点で収益を認識しております。対価は履行義務充足時点から概
ね１ヶ月で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれてお
りません。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産・負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとしておりま
す。

・未認識数理計算上の差異の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。

２. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めていた「子ども
食堂食事支援費用」（前連結会計年度28百万円）及び「現金過不足」（前連結
会計年度28百万円）は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結
会計年度より独立掲記することとしております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

国内直営店
店内飲食
テイクアウト・デリバリー

58,703
26,114

計 84,817

ＦＣ加盟店 7,891

国内小計 92,709

海外直営店 313

顧客との契約から生じる収益 93,022

その他の収益 －

外部顧客への売上高 93,022

当連結会計年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権
売掛金 2,210 2,516

３. 収益認識に関する注記
① 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)

（注）「ＦＣ加盟店」は、当社からＦＣ加盟店に対する中華食材等の販売高でありま
す。

② 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「１.　連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項に関する注記等　（４）会計方針に関する事項　
④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

③ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（単位：百万円）

契約負債については、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

連結貸借対照表計上額
建物及び構築物 12,176

機械装置及び運搬具 2,019

工具、器具及び備品 1,675

土地 20,134

無形固定資産 197

合計（※１） 36,204

４. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
(単位：百万円)

（※１）直営店（542店舗）に係る固定資産を24,159百万円計上しております。

　なお、当連結会計年度に計上した減損損失については、連結計算書類「６．
連結損益計算書に関する注記」減損損失に記載しております。（当連結会計年
度における店舗固定資産に係る減損損失は94百万円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは中華事業を営むために、直営店舗及び工場、本社などの資産

を保有しております。

　資産グループは、主として各店舗を独立したキャッシュ・フロー生成単位と

しており、各店舗における営業損益の悪化又は不動産時価の著しい下落等が生

じた場合に減損の兆候を識別しており、資産グループから得られる割引前将来

キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結果、当該割引前将来キャッ

シュ・フローが帳簿価額を下回った資産グループについて減損損失を認識して

おります。

　割引前将来キャッシュ・フローは、営業損益実績を基礎とした将来損益予測

に基づき見積もっておりますが、これらの見積りにおいて用いた仮定が、新型

コロナウイルス感染症拡大等の経営環境の著しい悪化や閉店及び移転の意思決

定等により、見直しが必要になった場合、翌連結会計年度において、減損損失

を認識する可能性があります。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 55,199百万円

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価

額との差額

△5,073百万円

５. 連結貸借対照表に関する注記

(2) 土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律

第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「土地再評

価差額金」を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために、国税庁長官

が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理

的な調整を行って算出しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

地　域 用　途 種　類
減損損失

（百万円）

関西地区 店舗９店舗
建物及び構築物

工具、器具及び備品
18

北海道地区 店舗１店舗
建物及び構築物

機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品

3

東北地区 店舗２店舗
建物及び構築物

工具、器具及び備品
8

関東地区 店舗８店舗
建物及び構築物

工具、器具及び備品
48

東海地区 店舗２店舗
建物及び構築物

工具、器具及び備品
5

四国地区 店舗１店舗
建物及び構築物

工具、器具及び備品
1

九州地区 店舗２店舗
建物及び構築物

工具、器具及び備品
9

関西地区 処分予定資産
建物及び構築物

土地
254

合計 348

６. 連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは以下の減損損失を計上しております。

資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、処分予定資産については物件

単位としております。このうち、営業損益が悪化している店舗、売却を予定し

ている処分予定資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

348百万円（土地252百万円、建物及び構築物53百万円、機械装置及び運搬具０

百万円、工具、器具及び備品42百万円）を計上しました。なお、店舗用資産の

回収可能価額は使用価値により測定しており、割引率は５％を用いておりま

す。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は売却見込価額に基づき算定しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

当連結会計年度期首 増　　加 減　　少 当連結会計年度末

普通株式 23,286,230株 － － 23,286,230株

決　議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,315百万円 70円
2022年

３月31日
2022年

６月29日
2022年10月31日
臨時取締役会

普通株式 1,128百万円 60円
2022年

９月30日
2022年

12月２日

決　議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,410百万円 75円
2023年

３月31日
2023年

６月29日

７. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

　2023年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり提案しております。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

８. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金

調達については銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、借入金

の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の

変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握し、明細表を作成する

等の方法により管理しており、その内容が取締役会に報告されております。

　差入保証金は、主に賃借店舗の敷金・保証金であり、賃貸人の信用リスクに

晒されております。当該リスクに関しては、賃貸借契約締結の際に返還請求権

を登記して保全に努めるなどして、リスク低減を図っております。

　借入金は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

であり、償還日は原則として３年以内であります。変動金利による借入は、金

利の変動リスクを有しておりますが、適切な資金計画の作成により対処してお

ります。

　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）について、当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画

を作成・更新するとともに、手元流動性を連結売上高の２ヶ月分相当を目処に

維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　デリバティブ取引の実行及び管理については、稟議決裁を経て財務部にて行

うこととしております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)投資有価証券

その他有価証券 3,855 3,855 －

(2)差入保証金 4,510

貸倒引当金（※２） △10

4,500 4,427 △72

資産計 8,356 8,283 △72

(1)長期借入金（１年内返済予定含む） 9,000 9,000 －

負債計 9,000 9,000 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

(単位：百万円)

（※１）現金及び預金については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）差入保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は

負債に関する相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算

定した時価

　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順

位が も低いレベルに時価を分類しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 3,855 － － 3,855

資産計 3,855 － － 3,855

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 4,427 － 4,427

資産計 － 4,427 － 4,427

長期借入金

(1年内返済予定含む)
－ 9,000 － 9,000

負債計 － 9,000 － 9,000

　　①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

　　②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場

で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

　差入保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッ

シュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。また貸倒懸念債権につ

いては、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定しておりま

す。

長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベ

ル２の時価に分類しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,185 △509 675 534

１株当たり純資産額 3,337円95銭

１株当たり当期純利益 330円50銭

９. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、福岡県その他の地域において、賃貸商業用施設及び賃貸住宅等（土

地含む。）を有しております。2023年３月期における当該賃貸等不動産に関す

る賃貸損益は35百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用

に計上）、固定資産売却益21百万円（固定資産売却益は特別利益に計上）、減

損損失254百万円（減損損失は特別損失に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並

びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりでありま

す。
(単位：百万円)

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 主な変動

主として売却及び減損損失、減価償却によるものであります。

３. 時価の算定方法

主な物件については社外の不動産鑑定士による評価額に基づく金額、その他の物件については

「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを

含む。）であります。

10. １株当たり情報に関する注記
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

退職給付債務の期首残高 2,504百万円

勤 務 費 用 259百万円

利 息 費 用 20百万円

数理計算上の差異の発生額 △158百万円

退 職 給 付 の 支 払 額 △150百万円

退職給付債務の期末残高 2,475百万円

年 金 資 産 の 期 首 残 高 3,529百万円

期 待 運 用 収 益 52百万円

数理計算上の差異の発生額 △18百万円

事 業 主 か ら の 拠 出 額 230百万円

退 職 給 付 の 支 払 額 △150百万円

年 金 資 産 の 期 末 残 高 3,642百万円

積立型制度の退職給付債務 2,475百万円

年 金 資 産 △3,642百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,167百万円

退 職 給 付 に 係 る 資 産 △1,167百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,167百万円

勤 務 費 用 259百万円

利 息 費 用 20百万円

期 待 運 用 収 益 △52百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △213百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 13百万円

11. その他の注記

退職給付会計

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため積立型の確定給付制度を採用してお

ります。確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、勤

務期間等に基づいた一時金又は年金を支給しております。

(2) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給

付に係る資産の調整表

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

数 理 計 算 上 の 差 異 △73百万円

未認識数理計算上の差異 478百万円

国 内 債 券 32％

外 国 債 券 11％

国 内 株 式 28％

外 国 株 式 26％

そ の 他 3％

合 計 100％

割 引 率 1.2％

長 期 期 待 運 用 収 益 率 1.5％

一 時 金 選 択 率 100.0％

⑤ 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとお

りであります。

⑥ 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次の

とおりであります。

⑦ 年金資産に関する事項

・年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

・長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年

金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待

される長期の収益率を考慮しております。

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

期 首 残 高 857百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 10百万円

時 の 経 過 に よ る 調 整 額 8百万円

資産除去債務の履行による減少額 △10百万円

為 替 換 算 差 額 0百万円

期 末 残 高 866百万円

資産除去債務

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

店舗等の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を更新不能な契約については当該契約期間、それ以外について

は20年と見積もり、割引率は当該期間に見合う国債の流通利回りを使用して

資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

建物 10年～38年
構築物 10年～20年
機械及び装置 ８年～10年

計算書類　注記

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等…移動平均法による原価法
② 棚卸資産

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

無形固定資産
定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法

長期前払費用
期間を基準に償却

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員及びパ－トタイマ－に支給する賞与に充てるため、当事業年度に
負担すべき支給見込額を計上しております。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理することとしております。
　なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務
から未認識数理計算上の差異を控除した額を超過する場合には、前払
年金費用として投資その他の資産に計上しております。
　未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対
照表とは異なります。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は中華料理を主体にした直営レストランチェーンの運営及びフランチャ
イズ（ＦＣ）加盟店への中華食材等の販売を目的とした中華事業を行っており
ます。
　直営店における収益は、直営店を利用されるお客様を顧客とし、顧客からの
注文に基づく料理を提供した時点で履行義務が充足されることから、当該時点
で収益を認識しております。また、顧客がクーポン等を使用する場合は、対価
からクーポン等により充当された金額を減額しております。対価は顧客が選択
された決済手段に従って、履行義務充足と同時又はクレジット会社等が別途定
める支払条件により履行義務充足後短期のうちに支払いを受けており、対価の
金額に重要な金融要素は含まれておりません。
　ＦＣ加盟店に対する収益は、ＦＣ加盟契約に基づく当社からＦＣ加盟店への
中華食材等の販売であり、商品を引渡した時点で履行義務が充足されることか
ら、当該時点で収益を認識しております。対価は履行義務充足時点から概ね１
ヶ月で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりませ
ん。

２. 表示方法の変更に関する注記
（損益計算書関係）

　前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めていた「子ども食堂
食事支援費用」（前事業年度28百万円）及び「現金過不足」（前事業年度28百
万円）は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立
掲記することとしております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

貸借対照表計上額
建物 11,358
構築物 813
機械及び装置 1,947
車両運搬具 70
工具、器具及び備品 1,675
土地 20,134
無形固定資産 197
合計（※１） 36,198

３. 収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項
に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

４. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
(単位：百万円)

（※１）直営店（540店舗）に係る固定資産を24,154百万円計上しております。

　なお、当事業年度に計上した減損損失については、計算書類「６．損益計算
書に関する注記」(2) 減損損失に記載しております。（当事業年度における店
舗固定資産に係る減損損失は94百万円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算出方法は、連結計算書類「４．会計上の見積りに関する注記」
固定資産の減損の内容と同一であります。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 55,030百万円

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△5,073百万円

短期金銭債権 0百万円

短期金銭債務 6百万円

(4) 取締役に対する金銭債務の総額 7百万円

営業取引 88百万円

営業取引以外の取引 8百万円

５. 貸借対照表に関する注記

(2) 土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土

地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律

第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「土地再評

価差額金」を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために、国税庁長官

が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理

的な調整を行って算出しております。

(3) 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金

額は、次のとおりであります。

６. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

地　域 用　途 種　類
減損損失

（百万円）

関西地区 店舗９店舗
建物

構築物
工具、器具及び備品

18

北海道地区 店舗１店舗
建物

機械及び装置
工具、器具及び備品

3

東北地区 店舗２店舗
建物

構築物
工具、器具及び備品

8

関東地区 店舗８店舗
建物

構築物
工具、器具及び備品

48

東海地区 店舗２店舗
建物

構築物
工具、器具及び備品

5

四国地区 店舗１店舗
建物

構築物
工具、器具及び備品

1

九州地区 店舗２店舗
建物

構築物
工具、器具及び備品

9

関西地区 処分予定資産
構築物
土地

254

合計 348

(2) 減損損失

当社は以下の減損損失を計上しております。

資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、処分予定資産については物件

単位としております。このうち、営業損益が悪化している店舗、売却を予定し

ている処分予定資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

348百万円（土地252百万円、建物49百万円、構築物４百万円、機械及び装置０

百万円、工具、器具及び備品42百万円）を計上しました。なお、店舗用資産の

回収可能価額は使用価値により測定しており、割引率は５％を用いておりま

す。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

正味売却価額は売却見込価額に基づき算定しております。
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

当事業年度期首 増　　加 減　　少 当事業年度末

普通株式 4,498,356株 127株 17,300株 4,481,183株

繰延税金資産

賞 与 引 当 金 387百万円

未 払 事 業 税 88百万円

貸 倒 引 当 金 4百万円

有 形 固 定 資 産 2,297百万円

減 損 損 失 累 計 額 559百万円

資 産 除 去 債 務 262百万円

投 資 有 価 証 券 193百万円

関 係 会 社 出 資 金 75百万円

そ の 他 272百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 4,142百万円

評 価 性 引 当 額 △585百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 3,557百万円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 129百万円

前 払 年 金 費 用 210百万円

固定資産圧縮積立金 94百万円

その他有価証券評価差額金 653百万円

保 険 差 益 積 立 金 6百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 1,094百万円

繰延税金資産の純額 2,462百万円

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

（注）自己株式の増加127株は、単元未満株式の買取127株であり、自己株式の減少17,300株は、取締役及

び執行役員への譲渡制限付株式付与17,300株であります。

８. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
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連結計算書類 注記、計算書類 注記

法 定 実 効 税 率 30.5％

(調整)

均 等 割 2.8％

交 際 費 等 0.5％

賃上げ促進税制税額控除 △4.2％

そ の 他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.0％

１株当たり純資産額 3,319円91銭

１株当たり当期純利益 330円85銭

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別内訳

９. １株当たり情報に関する注記
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ＭＥＭＯ

ＭＥＭＯ
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